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表紙のことば�
　当社は、北海道枝幸郡浜頓別町にあるクッチャロ湖のほとりに
土地を所有しており、約 40万本の植樹を行うなど、半世紀にわ
たって森林の維持・保全に努めてきました。�
　クッチャロ湖は、平成元年に日本で3番目にラムサール条約（水
鳥の貴重な生息地である湿地を保護する国際条約）登録湿地に
指定され、毎年春と秋には数万羽のコハクチョウが羽を休める中
継地としても有名です。�
　当社は、平成17年にこの森を『クッチャロ 自然の森だいどう』
と名付け、環境保全・自然愛護啓発のシンボルとし、社会貢献
活動の一つとして環境教育など様 な々環境活動を展開しています。�
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代表取締役社長�

株主の皆様へ�

平成20年 6 月�

小澤正俊�

　株主の皆様には､ますますご清祥のこととお喜び申しあげます。平素は格別のお引き立てを賜

り、心より厚く御礼申しあげます。�

　さて、当社第８４期（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）の報告書をお届けするにあ

たり、一言ご挨拶申しあげます。�

　当社グループは、特殊鋼をベースにした高い技術力を背景に「２１世紀社会に貢献する創造的、

個性的な企業集団」を目指すことを基本理念とし、製品の競争力を強化し、高収益体質を定着さ

せ企業価値を高めることによって株主、取引先、従業員および社会の信頼と期待に応えられる『前

進する企業集団』を目指しております。�

　当社グループは、平成１８年３月に平成２０年度を最終年度とする「０８中期経営計画（２００６/４～

２００９/３）」を策定いたしました。平成１７年度を最終年度とする０５中期経営計画期間におきまし

ては、量から質への転換による事業の再構築を進めることにより、当社グループの中核を成す特

殊鋼事業の収益基盤は、大きな改善を見ました。「０８中期経営計画」におきましては、業界を

取り巻く大きな経営環境の変化のなか、高い技術力を持ったグローバルサプライヤーとしての地

位を磐石なものとするため、「『量の質化』と『質の拡大』」を基本方針といたしました。具体的

な施策は、後記の「当社グループの事業の概況」のうちの「（３）企業集団の対処すべき課題」以

下に記載しておりますが、安定収益基盤の拡充と成長事業・成長商品の深耕を図るべく、グルー

プ一丸となってその達成に邁進する所存であります。�

　株主の皆様には、今後とも変わらぬご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。�



（１）事業の経過およびその成果

　当期の日本経済は、改正建築基準法施行の影響による

住宅投資の落ち込みや、原油価格およびサブプライムロー

ン問題に端を発する為替レート、株価の急激な変動から

減速傾向にはあるものの、堅調な外需や底堅く推移する

設備投資を背景に、緩やかな拡大を続けてまいりました。

　特殊鋼業界の主要需要産業である自動車産業は、引き

続き輸出が好調に推移し、国内販売は減少となりました

が生産台数は前期を上回りました。それに伴い当社グル

ープの受注も自動車関連事業を中心に堅調に推移しまし

た。また、その他の事業につきましても、一部の製品を除

き、需要は底堅く推移し、高水準の生産が継続しました。

　このような需要環境の中、ニッケル、鉄スクラップ等の原材

料価格高騰に対する販売価格改善を進め、当期の当社グ

ループの売上高は５，９１３億９８百万円、前期比１３．２％の増加

となりました。利益面では、原材料価格の高騰が引き続

き収益を圧迫しましたが、販売価格改善に加え、受注内

容改善、コスト改善に努めた結果、経常利益は３７５億１百

万円、前期比４４億７１百万円の増益となりました。当期純

利益は関連会社の株式売却による法人税等の発生の結果、

１４１億９６百万円と前期比５３億５６百万円の減益となりました。

　なお、前期まで持分法適用関連会社であった日本精線

㈱が、連結子会社であった大同ステンレス㈱を平成１９年

１０月１日付けで吸収合併しております。これに伴い、日

本精線㈱を持分法の適用範囲から除外し、連結子会社と

しております。

　当期の配当につきましては、先に中間配当として１株

につき４円とさせていただきましたが、期末剰余金配当

も１株につき４円とさせていただく案で株主総会にお諮

りし、ご承認いただきました。 

（２）セグメント（部門）別の状況

　①特殊鋼鋼材

　当社グループの特殊鋼鋼材の主要需要分野である日系

自動車産業の生産は、国内販売は減少したものの、ＢＲ

ＩＣｓをはじめとした新興地域等での市場拡大による完

成車、およびＫＤセットの輸出の伸長により前期比増加

しました。その他の需要分野も、外需の拡大を背景に産

業機械、建設機械を中心に好調な需要環境が続きました。

　こうした需要環境のなか、当社の受注も客先の買い控

えや住宅建設減少によるステンレス鋼での減少はあった

ものの、自動車関連を中心に総じて堅調に推移し、売上

数量は前期比３％の増加となりました。利益面では、鉄

スクラップ価格が１月以降、需給の逼迫により急激かつ

大幅に上昇し、想定を大きく上回るコストアップとなり、

採算的に厳しいものとならざるを得ませんでした。一方

で、ニッケルをはじめとした各種金属価格の高騰に対し

ては、ステンレス鋼製品を中心に販売価格の改善をさら

に推し進めるとともに、コスト改善に向けた最大限の自

助努力を鋭意推進しました。

　その結果、当期の特殊鋼鋼材の売上高は３，２９６億３８百万

円、前期比１４．６％の増加となりました。

　②電子・磁性材料

　高合金事業は、当期前半でのＩＴ関連製品の市況悪化

や、ニッケル価格の乱高下による買い控えで売上数量は

減少しましたが、販売価格改善、受注内容改善を進めた

ことにより売上高は増加しました。ニッケル価格の高騰

に対しては、前述の販売価格改善に加え、コスト改善、

棚卸資産圧縮を推し進めました。磁石材料事業は、ＦＡ

サーボモーター用磁石の売上数量は減少しましたが、Ｏ
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Ａ関連製品は好調に推移しました。磁石原料のネオジム

価格の高騰に対しては販売価格改善を進めました。また、

薄膜・電子材料は、大型液晶ＴＶ用冷陰極管ニオブ材の

売上高が大幅に増加しました。

　その結果、当期の電子・磁性材料の売上高は７９１億５０百

万円、前期比２２．８％の増加となりました。

　③自動車部品・産業機械部品

　自動車部品関連は、好調な自動車生産を受け熱間精密

鍛造品や型鍛造品等で売上数量が増加しました。また、

精密鋳造品は、欧州でのディーゼル車の生産拡大による

ターボチャージャー部品の大幅な売上数量増、および原

材料価格高騰に対する販売価格改善により売上高が増加

しました。

　産業機械部品関連は、重電、航空機、化学プラント関

連で引き続き堅調に推移しました。こうした需要環境の

中、競争力強化、業容拡大に向け７ ０ ０ ０ ｔプレス新設を

進めるとともに、特殊溶解炉（エレクトロ・スラグ炉）

を増強しました。また、原材料価格高騰に対しては、販

売価格改善、高付加価値製品へのシフトをさらに推し進

めました。

　その結果、当期の自動車部品・産業機械部品の売上高

は１，１５８億９０百万円、前期比８．３％の増加となりました。

　④エンジニアリング

　環境設備製品は、官需の冷え込みにより低迷しました。

一方、工業炉製品は、堅調な民間設備投資に牽引され、

溶解・精錬設備やＳＴＣ炉等の熱処理炉製品を中心に好

調に推移しました。

　また、連結子会社である大同マシナリー㈱が、当期よ

り決算日を１２月３１日から３月３１日へ変更しております。

これに伴い、当期には同社の１５カ月分の業績を連結して

おります。

　その結果、当期のエンジニアリングの売上高は４１１億９

百万円、前期比１０．５％の増加となりました。

　⑤新素材

　チタン製品は、輸出向けは在庫調整の影響により減少

しましたが、国内向けでゴルフ、眼鏡等の用途での採用

が進み売上数量が増加しました。チタン主原料価格の高

騰に対しては販売価格改善を進めました。

　粉末製品は、ニッケル価格下落に伴う買い控えはあっ

たものの、海外市場を中心とした新規拡販により前期並

みの売上数量となりました。また、販売価格改善をさら

に推し進めました。

　その結果、当期の新素材の売上高は１５５億６７百万円、前

期比１２．３％の増加となりました。

　⑥流通・サ－ビス

　子会社において建材部門から撤退したことにより売上

高が減少しました。

　その結果、当期の流通・サービスの売上高は、１００億４２

百万円、前期比１８．４％の減少となりました。

　なお、セグメント別の売上高につきましては、７ペー

ジの図のとおりであります。 
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（３）対処すべき課題

　今後の日本経済は、新興国向けを中心とした輸出の増

加を背景に生産活動の緩やかな拡大が続くものの、金融

収縮による米国経済減速の影響を受け、低迷を余儀なく

されるものと思われます。しかしながら、当社グループ

の主要需要分野である自動車産業については、国内需要

の低迷、北米向け輸出の減速が想定されるものの、国内

生産はＢＲＩＣｓをはじめとした新興国向け輸出に牽引

され好調を維持するものと見込まれます。また、発電、

航空機等の産業機械関係も引き続き堅調に推移するもの

と見込まれます。

　したがいまして、当社を取り巻く需要環境は概ね良好

に推移するものと思われ、特殊鋼鋼材をはじめ各部門で

旺盛な需要に対応していく所存であります。一方で、原

材料価格は鉄スクラップを中心に大幅に上昇する見通し

であり、ユーザーの皆様のご理解を賜りながら販売価格

改善を進めるとともに、コスト改善に向けた抜本的構造

改革、アライアンス拡大による鉄原料調達ソースの多様

化を推進し、収益構造の再構築に努めてまいります。ま

た、原材料価格高騰の下、リードタイム短縮、棚卸資産

圧縮によるキャッシュ・フローの改善に取り組み、財務

体質改善に努めてまいります。

　チタン、粉末などの新素材、航空機エンジンシャフトな

どの「№１商品」を軸とした戦略事業・商品については、

積極的に展開してきた設備投資の効果最大化を図るとと

もに、次なる商品群の開発、育成に注力することにより、

さらなる飛躍、財務体質改善を推進してまいります。

　当社グループは、モノづくりの原点を見据え、より高

品質な製品や技術の開発に取り組んでまいります。そし

て、あらゆる産業分野で進展するイノベーションに応え

られる、高い技術力を持ったグローバルサプライヤーと

して、社会に貢献する特長ある商品の創造に邁進いたし

ます。

　当社グループは、平成１８年３月に平成２０年度を最終年

度とする「０ ８中期経営計画（２００６/４～２００９/３）」を策

定いたしました。「０ ８中期経営計画」におきましては、

業界を取り巻く大きな経営環境の変化のなか、高い技術

力を持ったグローバルサプライヤーとしての地位を磐石

なものとするため、「『量の質化』と『質の拡大』」を基本

方針といたしました。この中期経営計画の中では、以下

の５点を重点課題として掲げ、安定収益基盤の拡充と成

長事業・成長商品の深耕を図ってまいります。

　①特殊鋼事業の深化

　旺盛な自動車関連需要に対応するため、各種合理化投

資の効果を発現させ、生産性の向上および最大生産能力

の拡大を図るとともに、徹底したコスト削減を目指して

まいります。また、原材料環境変化およびユーザーのグ

ローバル化に対応するため、複眼的な提携・協業を推進

してまいります。さらに、高付加価値製品の生産技術・

生産体制を革新し、リードタイム短縮により高度化する

ユーザーニーズに対応してまいります。

　これまでに工程のボトルネック解消に取り組み供給量

の拡大を図ってまいりましたが、鉄スクラップの高騰に

よる採算性低下に対し、戦略的設備投資をはじめ抜本的

構造改革に着手しております。また、鉄原料調達ソース

の多様化も睨んだ国内・海外各社との提携・協業を具体

化させてきております。

　②戦略事業、「№１商品」への積極的な経営資源投入

　成長分野を伸ばすために、戦略事業および「№１商品」
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への投資を積極的に行います。具体的には、チタン・粉

末製品等の新素材、磁材、航空機・船舶・自動車向け等

の鍛造品、ターボチャージャー関連部品等です。

　需要の伸長が著しい新素材については、チタン製品用

の特殊溶解炉の増設を実施し、粉末製品についてもさら

なる能力増強を検討してまいります。航空機・船舶等の

鍛造品の分野では、７ ０ ０ ０ ｔプレスの新設を進めるとと

もに、特殊溶解設備（真空アーク炉、エレクトロ・スラ

グ炉）の増強を決定しております。また、磁材、ターボ

チャージャー関連部品においても能力増強投資を実施、

あるいは予定しております。

　③研究開発、事業化の加速

　攻めのＲ＆Ｄに向けて研究開発費をアップし、研究開

発体制を刷新いたします。エレクトロニクス関連部材、

環境・省エネ技術、自動車関連部材に重点を置き、グル

ープ内の共同研究開発体制を強化し、組織横断的な技術

開発・商品化を図ります。

　平成１９年１月に研究開発の組織を再編成し、研究開発

のスピードアップを図るとともに実用化に結びつく研究

開発を行い得る組織といたしました。

　④連結経営の強化によるグループ企業価値の向上

　戦略子会社の育成、強化を進める一方で、低採算事業

については、さらに事業再構築あるいは撤退を進めます。

また、垂直分業の役割を果たすグループ会社については、

一体運営体制を強化し、グループトータルでのコストダ

ウンを推進いたします。また、生産性大幅アップを目指

した活動と省人投資を行ってまいります。

　ステンレス鋼線事業強化を目的に２社を合併し、設備

エンジニアリング事業強化のために子会社２社の事業部

門を統合するとともに、限られた経営資源のコア事業へ

の「選択と集中」を進めるため、持分法適用関連会社の

株式を売却いたしました。また、生産性向上活動に対す

る支援等を積極的に行い、グループ企業価値の最大化に

取り組んでおります。

　⑤マネージメント体制の強化

　平成１６年より実施している「モノづくり改革、ヒトづ

くり革新」活動によりさらなる生産性向上を図ります。

また、部門、連結子会社の枠を超えた横断的業務革新を

推進し、内部統制の強化を図ります。さらに経営全般の

リスク管理強化、企業倫理の徹底、地球環境対応を積極

的に推進するとともに、あらゆるステークホルダーに対

して企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことのできる

体制を構築し、市場あるいは社会からより信頼されるよ

う努めてまいります。

（４）資金調達の状況

　当期の所要資金は、自己資金および借入金ならびにコ

マーシャルペーパーの発行で充当いたしました。

（５）設備投資等の状況

　当期において実施した当社グループの設備投資の総額

は２５８億１２百万円であります。なお、セグメント別の設

備投資額につきましては、７ページの図のとおりであり

ます。

6
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当社グループの事業の概況（つづき）�

計24,690

計25,812

■ セグメント別の設備投資額�（単位：百万円）�

特 殊 鋼 鋼 材 �

自動車部品・�
産業機械部品�

エンジニアリング�

11,315 11,253

1,408

10,087

358

 219

1,342

9,327

114

388

電子・磁性材料�

新素材�

1,088

1,397
695

1,506

流通・�
サービス�

全社（共通）�

第８３期�
（平成１９/３）�

第８４期�
（平成２０/３）�

計5,226

計5,913

■ セグメント別の売上高�（単位：億円）�

特 殊 鋼 鋼 材 �

自動車部品・�
産業機械部品�

エンジニアリング�

2,877 3,296

791

1,158

411

155

644

1,070

372

138

電子・磁性材料�

新素材�

100

123

流通・�
サービス�

第８３期�
（平成１９/３）�

第８４期�
（平成２０/３）�
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財産・損益の状況の推移�

（1）企業集団の財産および損益の状況の推移�

3,677

4,291

5,913

4,807

5,226

第８３期�
（平成１９/３）�

第８４期�
（平成２０/３）�

第８０期�
（平成１６/３）�

第８１期�
（平成１７/３）�

第８２期�
（平成１８/３）�

0

5,000

4,363

3,000

4,000

6,000

4,273

100

200

300

113

195
■ 
当
期
純
利
益�

（
単
位
　
億
円
）�

■ 

総
資
産�

（
単
位
　
億
円
）�

■ 

売
上
高�

（
単
位
　
億
円
）�

211

42

141

4,768

5,255

（2）当社の財産および損益の状況の推移�

3,828

2,138

168

第８３期�
（平成１９/３）�

第８４期�
（平成２０/３）�

第８０期�
（平成１６/３）�

第８１期�
（平成１７/３）�

第８２期�
（平成１８/３）�

0

200

300

100

30

4,000

2,908

3,500

3,000
2,982

3,353

6,000

5,000

4,000

2,974

3,325

4,000

3,000

2,000

206

48

：
�

：
�

：
�

2,570

107

3,785

4,0295,592
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トピックス・新製品

【屋根裏用】�

【床下用】�

【ESTの断面】�

【EST】�

【ロゴマーク】�

形状記憶合金ばね�

コンセプト�
大同グループの設備を支え、共に発展していくという意味をイメージ
しております。�
「D」を大同グループ「M」をMachineryでイメージしております。�

長さ：2～5メートル�
内径：35～200ミリ�

■大同マシナリー（株）発足

■省エネに活躍する「形状記憶合金ばね」
　呼吸する家と呼ばれる通気断熱ＷＢ工法住宅に、当社の形状
記憶合金ばねが使用されており、今後の需要増加が期待されてい
ます。現在、ホルムアルデヒド等によるシックハウス症候群が問題に
なっており、建築基準法で24 時間の換気が義務付けられておりま
す。通気断熱ＷＢ工法は（株）ウッドビルド殿がかねてから研究して
きたもので、２００６年国土交通大臣から特別認定第１号に認められ
ました。通気断熱ＷＢ工法は透湿タイプのクロスと石膏ボードを使
用し、さらに気温の上下により開閉する形状記憶合金ばねの働きを
利用し、屋根裏と床下の通気口に使用されています。自然換気に、
省エネで人に優しい建築法が実現されました。�

■ＥＳＴ事業のグローバル展開

■知多工場 新館事務所完成
　２００６年７月から進められていた当社の知多工場本館事務所の建
設が２００７年３月に完了いたしました。新本館事務所は耐震性に優
れるだけでなく、業務能率向上を意識したレイアウトを採用しています。
なお、知多工場では７月に食堂、９月に大同知多協力会センターも
新しく生まれ変わりました。�

　2007 年７月１日付けで、当社のグループ会社である( 株 ) 大同機械製
作所と大同テクニカ（株）の設備事業部が統合し、「大同マシナリー（株）」
として新たに発足しました。大同機械製作所は鍛圧機械、切削機械、
省力機械などの各種機械の製作・販売および設備の修理を、大同テク
ニカが鋼材等の整備・加工作業および生産設備の保守などを手がけて
いましたが、設備機械の保守・修理業務の体制を見直し、２社に分散
しているのを大同機械製作所に一本化したものです。�
　新会社は当社グループ
で長年蓄積した技術・ノ
ウハウ・スキルを駆使した
各種生産設備の開発・設
計・製作・メンテナンス・
改造を一貫して行います。
また、人の和を大事にす
る会社、風通しの良い自
由闊達な会社、革新の意
欲に燃えたスピード感あふ
れる会社をめざします。�

　２００７年４月１日付けでＥＳＴ事業部が発足しました。ＥＳＴはエチレンスー
パーチューブ（Ethylene Super Tube）を表し、管の内径全面に高
合金をＰＰＷ（プラズマ粉末溶接）肉盛溶接した世界オンリーワン商品で、
エチレンプラントの最も重要な分解炉の炉管として使用されます。エチレ
ンは、「石油化学の米」といわれるプラスチックの原料で、欧米、中東な
ど世界中にプラントがあります。エチレン分解では管の内部にススが堆積
し、生産性が低下
したり、浸炭により
管の寿命が短くなっ
たりする問題がありま
すが、ＥＳＴは独自の
「自己修復機能」と「浸
炭阻止機能」でこれらの問題を
解決し、さらに環境負荷軽減・
省エネに貢献できるため、世界
中から注目されています。２１世
紀は環境とエネルギーの時代で
あり、ＥＳＴ事業部は新たな事業
の成長・発展にむけ頑張ります。�
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■社宝１.５ｔエルー式電気炉「近代化産業遺産」に認定

　４０億円を投資し、渋川
工場で建設を進めてきた
７０００tプレスが竣工し、
２００８年４月から営業運転を
開始しました。渋川工場で
既存最大の３５００tプレス
に比べ加圧力が２倍となる
７０００tプレスの導入により、
航空機・発電機用途をは
じめ、各種産業分野向け
難加工・高級鋼自由鍛造
品の品揃えの拡大、品質
向上が可能となります。�

　当社では、１９９０年代半ばから資源の有効利用について精力的
に取り組み、リサイクルを中心とした独自の技術開発および設備装備
を実行してきました。さらに高い資源循環効率をめざして開発され、
２００７年３月に稼動を開始した『PRIME』を紹介します。従来、製
鋼・高炉原料として活用していた一部の製鋼ダスト類を有価物の種
類・含有量別に分別回収し、それを造粒（ペレット化）した後に効
率良く回収するプロセ
スです。PRIMEの導
入により、メタル回収
率は従来の５０％から７
０％以上まで向上し資
源循環効率を高めて
います。また、PRIME
の稼動により、ダスト類
の埋立処理量も順調
に削減できています。�

■東洋産業 新中型全自動ライン竣工　　
　２００７年１０月２５日、当社のグループ会社である東洋産業（株）
仙台工場の「新中型全自動ライン」が完成し、竣工式が行われま
した。当日は、村井宮城県知事、跡部大衡村村長をはじめ官庁、
お客様、施工者等総勢約１００名が出席しました。新ラインは最先端
技術を取り入れた高精度・高能率の全自動一貫ラインで、最大の
特長は熱処理のインライン化と２系列のリングミルによるフレキシブル成
形の実施です。生産能力は月間１,８００tと従来の２倍、生産性は４
倍となり、現状の課題である横浜工場の設備老朽化、お客様の増
量要請等を解消できる見通しです。新ライン立ち上げにより企業体
質改善を進め、ＱＣＤＥで業界№１をめざします。�

■価値ある資源にする革新的方法
　　　　　　　　　　　　 『ＰＲＩＭＥ（プライム）』
　―ダスト、スケールから有価金属を効率的に回収―�

　２００７年１１月３０日、横浜赤レンガ倉庫で経済産業省主催の「地域活性
化に役立つ近代化産業遺産認定・プレート授与式」が開催され、当社から
は社宝「１.５ｔエルー式電気炉」（知多工場所蔵）が「近代化産業遺産」
の認定を受けました。これは、近代化遺産が持つ価値をより顕在化させ、
地域活性化に役立てることを目的とし、産業史や地域史のストーリーを軸に、
相互に関連する複数の遺産により構成される「近代化産業遺産」にまとめ
られたものです。社宝は「近畿の経済や中部のモノづくりを支えた中部山岳
地域の電源開発の
歩みを物語る近代化
遺産群」の中で、
数々の「ダム」や
「発電所」、「桃介
橋」、「福沢桃介記
念館」等とともに名
を連ねました。�

■渋川工場７０００tプレス竣工
　―航空機・発電機用 高級鋼自由鍛造品の拡充―�
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�

�

９７，５５６�

６２，１１５�

２９，０００�

１０，０００�

１４，２８５�

７，７３０�

２８０�

１８，１１０�

�

１０，７００�

６８，４８０�

８，５４４�

１，６９４�

６，９５５�

１，４６４�

３�

４，１９５�

�

�

�

３７，１７２�

２８，５６０�

１１３，１８５�

△　３０７�

�

７，７０４�

△　０�

１，３５６�

４１８�

（負　債　の　部）�

（純　資　産　の　部）�

流 動 負 債 �２３９，０７９�

１０２，０３７�

９，４７８�

３０，０７１�

３４１，１１６�

１７８，６１１�

２１８，１６１�

５５９，２７８�

固 定 負 債 �

株 主 資 本 �

評価・換算差額等�

少数株主持分�

負 債 合 計 �

負債純資産合計�

科 目 �金 額 �

連結貸借対照表� 連結損益計算書�

�

�

現金及び預金�

受取手形及び売掛金�

棚 卸 資 産 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

建物及び構築物�

機械装置及び運搬具�

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

そ の 他 �

�

�

投資有価証券�

長 期 貸 付 金 �

繰延税金資産�

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

�

�

１４，９９０�

１４４，７０６�

１２６，７７９�

６，４１２�

３，８４０�

△９２２�

�

�

５５，１３７�

７９，６０７�

３５，２８７�

２，０３７�

３，８８０�

�

�

６４，０６５�

１９０�

１，２４４�

２１，３７９�

△２７０�

（資　産　の　部）�

流 動 資 産 �２９５，８０７�

２６３，４７１�

５５９，２７８�

（１７５，９５１）�

（９１１）�

（ ８６，６０８）�

固 定 資 産 �

有形固定資産�

無形固定資産�

投資その他の資産�

資 産 合 計 �

科 目 �金 額 �

平成２０年３月３１日現在� （単位：百万円）� 平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで� （単位：百万円）�

�

�

支払手形及び買掛金�

短 期 借 入 金 �

コマーシャルペーパー�

一年内償還予定社債�

未払法人税等�

賞 与 引 当 金 �

役員賞与引当金�

そ の 他 �

�

社 債 �

長 期 借 入 金 �

繰延税金負債�

再評価に係る繰延税金負債�

退職給付引当金�

役員退職慰労引当金�

負 の の れ ん�

そ の 他 �

�

�

�

資 本 金 �

資 本 剰 余 金 �

利 益 剰 余 金 �

自 己 株 式 �

�

その他有価証券評価差額金�

繰延ヘッジ損益�

土地再評価差額金�

為替換算調整勘定�

�

�

�

�

�

�

受 取 利 息 及 び 配 当 金 �

持分法による投資利益�

そ の 他 �

�

支 払 利 息 �

そ の 他 �

�

�

投 資 有 価 証 券 売 却 益 �

固 定 資 産 売 却 益 �

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 �

そ の 他 �

�

役員退職慰労引当金繰入額�

投 資 有 価 証 券 評 価 損 �

過 年 度 損 益 修 正 損 �

退 職 給 付 費 用 �

そ の 他 �

�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 利 益 �

�

�

�

�

�

�

１，５４９�

１，５８２�

１，７２９�

�

２，４９９�

３，３０１�

�

�

８８５�

７１８�

２２６�

１２２�

�

５１１�

５０８�

４３９�

２３５�

３５７�

�

１９，６７６�

８９５�

科 目 �金 額 �

５９１，３９８�

５００，５４６�

９０，８５２�

５２，４１１�

３８，４４１�

�

�

�

４，８６０�

�

�

５，８０１�

３７，５０１�

�

�

�

�

１，９５１�

�

�

�

�

�

２，０５１�

３７，４０１�

�

２０，５７２�

２，６３２�

１４，１９６�

純 資 産 合 計 �

売 上 高 �

売 上 原 価 �

�

販売費及び一般管理費�

�

営 業 外 収 益 �

�

�

�

営 業 外 費 用 �

�

�

�

特 別 利 益 �

�

�

�

�

特 別 損 失 �

�

�

�

売 上 総 利 益 �

�

営 業 利 益 �

�

�

�

�

�

�

�

経 常 利 益 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

税金等調整前当期純利益�

�

�

�

当 期 純 利 益 �
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連結株主資本等変動計算書�

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで� （単位：百万円）�

資本金� 資本剰余金� 利益剰余金�

株　主　資　本�

自己株式� 株主資本合計�

その他�
有価証券�
評価差額金�

繰延ヘッジ�
損益�

土地再評価�
差額金�

為替換算�
調整勘定�

評価・換算�
差額等合計�

少数株主�
持分�

純資産合計�

評価・換算差額等�

平成１９年３月３１日残高�

連結会計年度中の変動額�

　剰余金の配当�

　当期純利益�

　自己株式の取得�

　自己株式の処分�

　株主資本以外の項目の�

　連結会計年度中の変動額（純額）�

連結会計年度中の変動額合計�

平成２０年３月３１日残高�

３７，１７２�

�

�

�

�

�

�

　�

―�

３７，１７２�

�

２８，５５４�

�

�

�

�

６�

�

　�

６�

２８，５６０�

１０２，４６１�

�

△　３，４７２�

１４，１９６�

�

�

�

　�

１０，７２４�

１１３，１８５�

△　　２４８�

�

�

�

△　　　７７�

１８�

�

　�

△　　　５９�

△　　３０７�

１６７，９３９�

�

△　３，４７２�

１４，１９６�

△　　　７７�

２５�

�

　�

１０，６７１�

１７８，６１１�

平成１９年３月３１日残高�

連結会計年度中の変動額�

　剰余金の配当�

　当期純利益�

　自己株式の取得�

　自己株式の処分�

　株主資本以外の項目の�

　連結会計年度中の変動額（純額）�

連結会計年度中の変動額合計�

平成２０年３月３１日残高�

１７，６８６�

�

�

�

�

�

　�

△　９，９８１�
　�

△　９，９８１�

７，７０４�

６�

�

�

�

�

�

　�

△　　　６�
　�

△　　　６�

△　　　０�

１，３５６�

�

�

�

�

�

　�

―�
　�

―�

１，３５６�

８５０�

�

�

�

�

�

　�

△　　４３２�
　�

△　　４３２�

４１８�

１９，８９９�

�

�

�

�

�

　�

△　１０，４２０�
　�

△　１０，４２０�

９，４７８�

１７，４５３�

�

�

�

�

�

　�

１２，６１８�
　�

１２，６１８�

３０，０７１�

２０５，２９２�

�

△　３，４７２�

１４，１９６�

△　　　７７�

２５�

　�

２，１９７�
　�

１２，８６９�

２１８，１６１�
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�
�
支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
一年内返済予定長期借入金�
コマーシャルペーパー�
一年内償還予定社債�
未 払 金 �
未 払 費 用�
未払法人税等�
前 受 金 �
預 り 金 �
前 受 収 益 �
賞 与 引 当 金 �
役員賞与引当金�
受注工事損失引当金�
設備支払手形�
そ の 他 �
�
社 債 �
長 期 借 入 金 �
繰延税金負債�
役員退職慰労引当金�
そ の 他 �
�
�
�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
資　本　準　備　金�
その他資本剰余金�
利 益 剰 余 金 �
その他利益剰余金�
　特別償却準備金�
圧縮記帳積立金�
別 途 積 立 金 �
繰越利益剰余金�

自 己 株 式 �
�
その他有価証券評価差額金�

�
�

７，０３５�
６９，８９６�
２８，１８０�
５，０００�
２９，０００�
１０，０００�
６，４７５�
１，７８０�
９，７５９�
９８８�

９，０８９�
２７�

４，０１０�
１００�
２６�
６８４�
３６４�
�

１０，０００�
６２，４００�
６，２４５�
４８４�
４６�
�
�
�

３７，１７２�
�

９，２９３�
１９，４１６�

�
�

２７１�
１，７６８�
４４，０００�
２２，９５１�
２９３�
�

６，７７９�

（負　債　の　部）�

（純　資　産　の　部）�

１４１，３５９�

４０２，９５４�

純 資 産 合 計 �

２６１，５９４�負 債 合 計 �

負債純資産合計�

流 動 負 債 �１８２，４１７�

７９，１７６�固 定 負 債 �

１３４，５８０�株 主 資 本 �

６，７７９�評価・換算差額等�

科 目 �金 額 �

貸借対照表� 損益計算書�

�
�
現金及び預金�
受 取 手 形 �
売 掛 金 �
製 品 �
半 製 品 �
仕 掛 品 �
原 材 料 �
貯 蔵 品 �
前 渡 金 �
前 払 費 用 �
繰延税金資産�
短 期 債 権 �
そ の 他 �
�
�
建 物 �
構 築 物 �
機械及び装置�
車両及び陸上運搬具�
工具器具及び備品�
土 地 �
建 設 仮 勘 定 �
�
借 地 権 �
利 用 権 �
ソフトウェア�
�
投資有価証券�
関係会社株式�
その他の関係会社有価証券�
出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
関係会社長期貸付金�
長期前払費用�
前払年金費用�
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

�
�

３，３９８�
１，９０２�
８４，８６９�
７，３５３�
２９，７８４�
２１，９９８�
２３，６４４�
６，０９４�
４１�
５４２�

２，７０４�
９，４７９�
２，８６３�

�
�

２３，７９６�
６，９７７�
５５，４０３�
６８５�

２，４２２�
１１，７４５�
８９１�
�

１２０�
３３�
１４７�
�

４８，６９３�
２３，４１２�
４９５�

１，１７０�
８２�

１６，６７０�
１７１�

１３，３８３�
２，０７５�
１０４�

（資　産　の　部）�

４０２，９５４�

（１０１，９２３）�有形固定資産�

（３０２）�無形固定資産�

（１０６，０５１）�投資その他の資産�

資 産 合 計 �

流 動 資 産 �１９４，６７６�

２０８，２７７�固 定 資 産 �

科 目 �金 額 �

平成２０年３月３１日現在� （単位：百万円）�

科 目 �金 額 �

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで� （単位：百万円）�

△�

△�

�

（２８，７０９）�

（６８，９９１）�
（６８，９９１）�

売 上 高 �

売 上 原 価 �

�

販売費及び一般管理費�

�

営 業 外 収 益 �

�

�

営 業 外 費 用 �

�

�

�

特 別 利 益 �

�

�

�

特 別 損 失 �

�

�

�

売 上 総 利 益 �

�

営 業 利 益 �

�

�

�

�

�

�

経 常 利 益 �

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

税引前当期純利益�

�

�

当 期 純 利 益 �

�

�

�

�

�

�

４，１９０�

１，１１４�

�

１，７１２�

２，７５８�

�

�

１４，２３５�

７１８�

３２０�

�

４９７�

４１９�

３７７�

１６９�

１０�

�

１１，５０５�

８５６�

�

 ３８２，８０８�

３３５，４１３�

４７，３９４�

２９，０２２�

１８，３７１�

�

�

５，３０４�

�

�

４，４７１�

１９，２０５�

�

�

�

１５，２７４�

�

�

�

�

�

１，４７４�

３３，００５�

�

１２，３６２�

２０，６４２�

�

�

�

�

�

�

受 取 利 息 及 び 配 当 金 �

そ の 他 �

�

支 払 利 息 �

そ の 他 �

�

�

関 係 会 社 株 式 売 却 益 �

固 定 資 産 売 却 益 �

そ の 他 �

�

投 資 有 価 証 券 評 価 損 �

役員退職慰労引当金繰入額�

過 年 度 損 益 修 正 損 �

出 資 金 評 価 損 �

そ の 他 �

�

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �
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株主資本等変動計算書�

平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで� （単位：百万円）�

平成１９年３月３１日残高�

事業年度中の変動額�

　特別償却準備金の取崩�

　特別償却準備金の積立�

　圧縮記帳積立金の取崩�

　圧縮記帳積立金の積立�

　別途積立金の積立�

　剰余金の配当�

　当期純利益�

　自己株式の取得�

　自己株式の処分�

　株主資本以外の項目の�
　事業年度中の変動額（純額）�

事業年度中の変動額合計�

平成２０年３月３１日残高�

３７，１７２�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
　�

�

―�

３７，１７２�

�

９，２９３�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
　�

�

―�

９，２９３�

�

１９，４０９�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

６�
　�

�

６�

１９，４１６�

�

２３１�

�

△   　　８０�

１１９�

�

�

�

�

�

�
　�

�

�

３９�

２７１�

１，５７７�

�

�

�

△   　１３９�

３３０�

�

�

�
　�

�

�

�

  １９０�

１，７６８�

３６，０００�

�

�

�

�

�

８，０００�
　�

�

�

�

�

�

８，０００�

４４，０００�

１４，０１１�

�

８０�

△ 　　　１１９�

１３９�

△ 　　　３３０�

△　８，０００�

△　３，４７２�

２０，６４２�

�
　�

�

�

８，９４０�

２２，９５１�

資本準備金� その他�
資本剰余金� 特別償却準備金�圧縮記帳積立金� 別途積立金� 繰越利益剰余金�

利益剰余金�
資本剰余金�

その他利益剰余金�

株　主　資　本�

資本金�

平成１９年３月３１日残高�

事業年度中の変動額�

　特別償却準備金の取崩�

　特別償却準備金の積立�

　圧縮記帳積立金の取崩�

　圧縮記帳積立金の積立�

　別途積立金の積立�

　剰余金の配当�

　当期純利益�

　自己株式の取得�

　自己株式の処分�

　株主資本以外の項目の�
　事業年度中の変動額（純額）�

事業年度中の変動額合計�

平成２０年３月３１日残高�

△　２３３�

�

�

�

�

�

�

�

�

△ 　　７７�

１８�
　�

�

△ 　　５９�

△　２９３�

１１７，４６２�

�

―�

―�

―�

―�

―�

△　３，４７２�

２０，６４２�

△  　　　　７７�

２５�
　�

�

１７，１１８�

１３４，５８０�

�

１５，３６１�

�

�

�

�

�

�

�

�

�
　�

�
△　８，５８１�

△　８，５８１�

６，７７９�

１３２，８２３�

�

―�

―�

―�

―�

―�

△　３，４７２�

２０，６４２�

△ 　　　　７７�

　２５�
�

△　８，５８１�

８，５３６�

１４１，３５９�

株　主　資　本� 評価・換算差額等�

自己株式� 株主資本合計�その他有価証券評価差額金�
純資産合計�
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会社の概況（平成２０年３月３１日現在）�

発 行 可 能 株 式 総 数 � １，１６０，０００，０００株�
発 行 済 株 式 の 総 数 � ４３４，４８７，６９３株�

（自己株式５１８，５４０株を含みます。）�

大 株 主 �
株 主 数 � ３９，６０１名�

株 主 名 �

祀社

（1）会社の株式に関する事項�

■�

（2）当社グループの主要な事業内容�

■�

■�
■�

・自動車、産業機械および電気機械向け部品�
　用材料、建設用材料、溶接用材料�

・特殊鋼鋼材加工、流通�

・原材料販売�

・運輸、物流�

・高合金製品、電気・電子部品用材料、磁材�
　製品（OA・FA用モーター、自動車用メー�
　ター・センサー、計測機器用部品等）�

・型鍛造品、熱間精密鍛造品および鋼機製品�
　（自動車・ベアリング向け部品等）�

・自由鍛造品（船舶・産業機械・電機・鉄鋼�
　・化工機・石油掘削用部品、宇宙・航空機�
　用部品等）�

・鋳鋼品（鉄道用マンガンレール、自動車・�
　産業機械・電機・各種炉用部品、高級鋳鋼�
　品等）�

・精密鋳造品（自動車・産業機械・電機・通�
　信機器用部品等）�

・製材用帯鋸�

・エンジンバルブ�

・圧縮機器、油圧機器、工作機械部品�

・鉄鋼設備、各種工業炉ならびにその付帯設�
　備、環境関連設備（排水・排ガス・廃棄物�
　等の処理設備）、工作機械等�

・機械設備の保守管理�

・粉末製品、チタン材料製品、形状記憶合金等�

・開発製品�

・グループ会社製品の販売、福利厚生サービ�
　ス、不動産・保険事業�

・ゴルフ場経営�

・分析事業、ソフトウェア外販事業�

特 殊 鋼 鋼 材 �

セグメント区分� 主 要 な 事 業 内 容 ま た は 製 品 �

電子・磁性材料�

自動車部品・�

産業機械部品�

エンジニアリング�

新 素 材 �

流通・サービス�

４４，２９８�

２０，７５９�
　�

２０，１２０�
　�

１５，６５８�

１５，５４３�

１３，０５３�

１２，６９７�

１２，５８７�
　�

１１，４０１�
　�

８，６９０�

１０．１９�

４．７７�
　�

４．６３�
　�

３．６０�

３．５７�

３．００�

２．９２�

２．８９�
　�

２．６２�
　�

２．００�

新日本製鐵株式會�

明治安田生命保険相互会社�

日本マスタートラスト�
　　信託銀行株式会社（信託口）�

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行�

株式会社みずほコーポレート銀行�

本田技研工業株式会社�

日本発條株式会社�

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社�

日本トラスティ・サービス�
　　信託銀行株式会社（信託口）�

トヨタ自動車株式会社�

株式所有者別分布状況�

所　有　者　区　分�

■�

４０．７９�

３２．４２�

１５．２７�

１０．２９�

１．０９�

０．１１�

金融機関�

その他国内法人�

個人・その他�

外国人�

証券会社�

自己名義株式�

持株数�
（千株）�

持株比率�
（％）�

株式数�
（千株）�

株式数比率�
（％）�

１７７，２４５�

１４０，８６３�

６６，３５４�

４４，７４８�

４，７３９�

５１８�
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従業員数� 前期末比増減�

＋　１６名� ４０．０歳� １９．１年�

平均年齢� 平均勤続年数�

３，６３４名�

　　７５６　� ＋　　３１　�流通・サービス�

　　２９２　� △　　　８　�全 社（ 共 通 ）�

１１，１３１　　� ＋　４６７　�合 　 計 �

　　３５１　� ＋　　　１　�新 　 素 　 材 �

　　６４９　� ＋　１２０　�エンジニアリング�

２，５８８　� △　　１４　�自動車部品・産業機械部品�

１，７５３　� △　１４２　�電子・磁性材料�

４，７４２名� ＋　４７９名�特 殊 鋼 鋼 材 �

従業員数� 前期末比増減�セグメント区分�

■当社グループの従業員数�

■当社の従業員数�

（3）当社グループの主要な営業所および工場等�

（4）従業員の状況�

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

　　　　　会　社　名 　　　本社所在地�　�

日本精線株式会社 大阪市中央区�

大同興業株式会社 名古屋市東区�

DAIDO PDM（THAILAND）CO., LTD. タイ国サムトプラカーン県�

大同アミスター株式会社 大阪府大東市�

天文大同特殊鋼股　有限公司 台湾　桃園県�

DAIDO AMISTAR（M）SDN. BHD. マレーシア国セランゴール州�

下村特殊精工株式会社 千葉県市川市�

DAIDO AMISTAR（S）PTE LTD シンガポール国�

大同マテックス株式会社 川崎市川崎区�

大同資材サービス株式会社 名古屋市南区�

大同エコメット株式会社 名古屋市南区�

大同テクニカ株式会社 愛知県東海市�

株式会社ダイドー電子 岐阜県中津川市�

Daido Electronics（Thailand）Co., Ltd. タイ国アユタヤ県�

大同スペシャルメタル株式会社 東京都港区�

株式会社大同キャスティングス 名古屋市港区�

フジオーゼックス株式会社 静岡県菊川市�

日本鍛工株式会社 兵庫県尼崎市�

東洋産業株式会社 横浜市鶴見区�

　　　会　社　名  　　　所　在　地�
　�
 本　　社 名古屋市東区東桜一丁目１番１０号�　�
 営業所等 東京本社、大阪支店、�
  福岡、新潟（燕市）各営業所�　�
 工　場　等 知多（東海市）、星崎（名古屋市）、�
  川崎（川崎市）、知多型鍛造（東海市）、�
  渋川（渋川市）、知多帯鋼（東海市）、�
  王子（東京都）、粉末（名古屋市）各工場、�
  滝春テクノセンター（名古屋市）�　�
 研究拠点 研究開発本部（名古屋市）�

仁扮�

　　　　　会　社　名 　　　本社所在地�　�

大同スターテクノ株式会社 群馬県渋川市�

日星精工株式会社 名古屋市南区�

大同精密工業株式会社 東京都豊島区�

OHIO STAR FORGE CO. 米国オハイオ州�

大同マシナリー株式会社 名古屋市南区�

大同環境エンジニアリング株式会社 名古屋市南区�

大同プラント工業株式会社 名古屋市南区�

株式会社大同ライフサービス 名古屋市南区�

木曽駒高原観光開発株式会社 長野県木曽郡木曽町�

株式会社大同分析リサーチ 名古屋市南区�

株式会社スターインフォテック 名古屋市東区�

株式会社ライフサポート 名古屋市南区�

Daido Steel（America）Inc. 米国イリノイ州�

大同特殊鋼�
株式会社�

（注）△印は、減少を示す。�



主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
ステンレス鋼線、金属繊維等
の製造および販売４０．５５，０００日 本 精 線 株 式 会 社

商事６５．５１，５１１大 同 興 業 株 式 会 社

工具鋼プレートの加工販売９０．０１５７
DAIDO PDM（THAILAND） 

CO., LTD.
金属製品および完成工具類
の製造、販売ならびに加工９６．８４３５大同アミスター株式会社

金型用プレートの加工販売５１．０１４１
天文大同特殊鋼股　

有限公司
金型用鋼、金型用プレートの
販売８９．６７，９８０DAIDO AMISTAR（M）

SDN. BHD.
特殊鋼精密ロッドの製造、販
売ならびに加工８３．８２９７下村特殊精工株式会社

金型の製造販売６９．１３，５４５DAIDO AMISTAR（S）
PTE LTD

工具鋼、ステンレス鋼等鋼材
の加工および販売１００．０１００大同マテックス株式会社

当社および関連企業への諸
資材の販売１００．０６０大同資材サービス株式会社

当社および関連企業から発
生する廃棄物のリサイクル
ならびに製鋼用原料・資材
の製造および販売

１００．０３０大同エコメット株式会社

鋼材の精整作業５５．０４０大同テクニカ株式会社

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
鍛造品の機械加工、精整、熱
処理等の請負１００．０１５０大同スターテクノ株式会社

ネジ、ボルトの製造および販売１００．０８０日 星 精 工 株 式 会 社

圧縮機部品、クラッチ等の製
造および販売７９．２９０大同精密工業株式会社

小型鍛造品の製造および販売１００．０２６OHIO STAR FORGE CO.

特殊鋼鋼材

※

※

※

※

※

※

※

千US$

百万円 ％

自動車部品・産業機械部品

百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名

磁性材料の製造および販売１００．０１，４９０株式会社ダイドー電子

磁性材料の製造および販売１００．０１４０
Daido Electronics
（Thailand）Co.,Ltd.

ニッケル、ニッケル合金の販
売５０．０４００大同スペシャルメタル株式会社

電子・磁性材料

※

百万円 ％

百万円

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
鋳造品、特殊鋼管材の製造
および販売１００．０２，２１５株式会社大同キャスティングス

エンジンバルブ等の製造お
よび販売５１．７３，０１８フジオーゼックス株式会社

鍛鋼品の製造および販売１００．０３１０日 本 鍛 工 株 式 会 社
鍛鋼品の製造および販売１００．０１６０東 洋 産 業 株 式 会 社

自動車部品・産業機械部品

※

百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
工作諸機械、各種機械の製造お
よび販売、機械設備の保守管理９６．０３１０大同マシナリー株式会社

灰溶融炉設備の運転・保守
業務請負１００．０５０大同環境エンジニアリング株式会社

炉関係の設計および製作な
らびに販売６４．３３６大同プラント工業株式会社

エンジニアリング

※
百万円 ％

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
当社および関連企業の福利
厚生施設の管理運用１００．０４９０株式会社大同ライフサービス

ゴルフ場およびホテルの経営５５．７２３７木曽駒高原観光開発株式会社
製鋼、鋳物、セラミックス等の
分析・試験・調査業務の請負１００．０７５株式会社大同分析リサーチ

情報通信機器によるシステムの企
画、設計、開発、保守運用受託１００．０４５株式会社スターインフォテック

清掃業、警備業および給食
事業等１００．０１０株式会社ライフサポート

輸出・輸入商事１００．０９Daido Steel（America）Inc.

流通・サービス

（注）※印は、間接所有の株式を含みます。

※

※

百万円 ％

百万
BAHT

百万円

仁扮� 百 万
N T $

千RM

百万円

千S$

百万円

US$

主要な事業内容出資比率資本金会　　社　　名
特殊鋼二次製品、切削工具
等の製造および販売３８．７４８５理 研 製 鋼 株 式 会 社

高級特殊鋼、加工製品の製
造および販売１０．１８２７東北特殊鋼株式会社

運輸および倉庫業４５．０１００丸 太 運 輸 株 式 会 社
金属製品の熱処理の請負４３．３７５桜 井 興 産 株 式 会 社
電気工事の設計施工および自動
制御盤等の設計製作４０．０７０泉電気工業株式会社

沿岸荷役、倉庫および運輸業３５．０３０川 一 産 業 株 式 会 社

百万円 ％

※

※

（注）※印は、間接所有の株式を含みます。

百万
BAHT

※

※

※

※

※

特殊鋼鋼材

17

会社の概況（つづき）�

（5）重要な子会社および関連会社の状況�

■重要な子会社の状況�

■重要な関連会社の状況�
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株式についてのご案内�

事 業 年 度 �
�
定 時 株 主 総 会 �
基 準 日 �
�
�
�
株主名簿管理人�
�
�
�
同事務取扱場所�
�
�
�
�
�
同 取 次 所 �
�
�
公 告 方 法 �

　当社は、インターネット上にホームページを開設し、企業情報提供による知名度・理解度向上、社外との情報交換を促進するとともに、
調達・販売・技術のグローバルなコミュニケーションの場として、さまざまな情報をご案内しています。�

�
　住所変更、単元未満株式買取請求、名義書換請求および配当金
振込指定に必要な各用紙のご請求は、下記株主名簿管理人の中央
三井信託銀行株式会社のフリーダイヤルまたはホームページをご
利用ください。�
●フリーダイヤル　0120－87－2031（24時間受付：自動音声案内）�
●ホームページ  http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

（ｈｔｔｐ //ｗｗｗ．ｄａｉｄｏ．ｃｏ．ｊｐ/）�・�・�

（お知らせ）�

１．勝山憲夫氏は、社外取締役であります。�
２．橋爪　優および波多健治郎の両氏は、社外監査役であります。�

（注）�

�

４月１日から翌年３月３１日までの１年�

　　　　　　　　６月�

　　　　　　　　定時株主総会の議決権　３月３１日�

　　　　　　　　期末配当金　　　　　３月３１日�

　　　　　　　　中間配当金　　　　　９月３０日�
（その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めます。）

�

〒１０５－８５７４�

東京都港区芝三丁目３３番１号�

中央三井信託銀行株式会社�

�

〒４６０－８６８５�

名古屋市中区栄三丁目１５番３３号�

中央三井信託銀行株式会社�

　　　　　　　　　名古屋支店証券代行部�

電話 ０１２０－７８－２０３１（フリーダイヤル）�

�

中央三井信託銀行株式会社　本店および全国各支店�

日本証券代行株式会社　本店および全国各支店�

�

電子公告（当社ホームページに掲載）�

【アドレス】http://www.daido.co.jp/koukoku/�

※事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行
います。�

（6）取締役および監査役の状況�

代表取締役会長�

代表取締役社長�

代表取締役副社長�

代表取締役副社長�

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

常 務 取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

取 締 役 �

常 勤 監 査 役 �

常 勤 監 査 役 �

監 査 役 �

高 山 　 剛 �

小 澤 正 俊 �

久 村 修 三 �

俣 　 野 　 一 　 彦 �

倉 　 橋 　 基 　 文 �

稲 　 垣 　 佳 　 夫 �

南 　 　 　 省 　 次 �

嶋 　 尾 　 　 　 正 �

今 　 井 　 明 　 倫 �

津 　 田 　 孝 　 良 �

勝 　 山 　 憲 　 夫 �

澤 　 近 　 泰 　 昭 �

深 　 谷 　 研 　 悟 �

熊 　 澤 　 宏 　 昭 �

宮 　 嶋 　 　 　 晃 �

中 　 坪 　 修 　 一 �

山 　 口 　 桂 一 郎 �

岡 　 部 　 道 　 生 �

橋 　 爪 　 　 　 優 �

矢 　 橋 　 大 三 郎 �

波 　 多 　 健 治 郎 �
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